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企業の維持とその生活能力
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なお,本稿は,拙稿 ｢環境管理 と企業の生活能力｣『経営と経済』第85巻第 3･4号
長崎大学経済学会 2006年 2月 と,同 ｢企業の環境適応 と生活能力｣『研究年報』長崎大

































































3)は彼 の研究 目的 にそ ぐわな い として これ らを排 し,4)義務論 (die
Deontologie)を採 り上げて検討する｡
義務論の代表者はカン ト (Ⅰ.Kant)であ り,彼によれば,純粋な倫理的
行為は,合理的人間のすべてが時 と場所 とを問わず何 らかの法則 (すなわち
命令 ;Imperativ)に服従するものである｡その法則は普遍性,自己目的性,
理性的行動 とい う特徴を持ち,そこか ら一般妥当性を持つ規範を設定する目
的を持つ三つの命令が導出される(5)｡ この ようにミューラーは,カン トの義
務論 に価値判断の客観性の根拠を求める(6)0 (vgl.,S.16-19.)
(丑 経済倫理的命令
経済倫理は,一般的倫理 という基礎か ら引 き出された経済的生活に当ては
まる特殊な倫理である｡それ らは,次の三つの経済倫理的命令である｡
1)物的に正当な経済 (Wirtschaftesachgereclt):現代の市場経済では,
何 らかの法則の存在 を明示す る経済倫理 がない｡ この法則が ｢公正で
ある｣ と見 られ うるには倫理的な全体文脈が必要で,これは他の二つ






｢連帯性原理｣ (Solidalitatsprinzip)｣ と ｢扶助性原理｣(Subsidiarit畠ts-
prinzip) とい う,最重要な人間社会の構築原理が現れる(7)｡ これらの
原理は相互 に関連 し,常 に社会 ･経済倫理の中心原則である｡(Vgl.,S.
19-21.)























































































































122 経 営 と 経 済
鈴木辰治 ｢ドイツにおける企業倫理論｣鈴木 ･角田 (編著)『企業倫理の経営学』
ミネルヴァ書房 2000年,第 2章 55頁以下｡
同 『企業倫理 ･文化と経営政策』文展堂 1996年｡















































































































④ エン トロピー法則と環境保護 (vgl.,S.49-52.)





































拙著 『企業政策論の展開』千倉書房 昭和63年,第4章 ウルリッヒの企業政論,
112頁以下 参照｡
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拙著 『企業管理論の構造』,第 2章 企業の目標体系の構造-ハイネソの所論を拠









































































































































植木和弘 『環境経済学』岩波書店 1996年,161頁以下 参照｡上の引用文は 『同』
162貢｡
(3)ミューラーの鍵概念とも言うべき ｢有効性｣と ｢能率｣という用語は,バーナード



















(丑 生存 目標 の意味
ミュー ラー に よれば,生存 とは,変化 す る範 囲条件 の中で持続 的な ｢存在








































































































































































































































支補援完及活び動 上 位 給 付 成果
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拙稿 ｢環境管理と 『環境志向の生産管理論』｣,229頁 参照｡
(7)コソトローリングについては,次を参照のこと.







藻利重隆 ｢企業と環境｣『国民経済雑誌』第142号第 2号 神戸大学経済経営学会
昭和55年,4企業と環境,8頁以下｡
(9)Cf.,M.E.Porter,CompetitiveAdvantageNewYork1985.
土岐 ･中辻 ･小野寺 (釈)『競争優位の戦略』ダイヤモンド社,昭和60年,参照｡
(10)｢押し｣と ｢引き｣の環境管理については,以下を参照されたい｡
C.M也ler,a.a.0リS.164-165.




































































































































































































































































サイクルのいろいろな局面で ･･- 実施される｡｣ (S.252-253.)環境管理
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況の満足化, 3)生態的公共活動 :社会的 ･文化的状況の満足化, 4)
生態的政治管理 :法律的 ･政治的状況の満足化である(1)0 (vgl.,S.263-


































































































































































































































































































































































































(1)｢誘因一貢献理論｣ とはバーナー ドに始まり,サイモン,サイヤー ト,マーチらによ
って発展せしめられたいわゆる ｢近代的組織論｣において展開される理論を指す｡
Cf.,C.I.Barnard,TheFunctionsoftheExecutive,HarvardUniversityPress,1938.
(山本 ･田杉 ･飯野 (訳)『新訳 経営者の役割』ダイヤモン ド社 昭和43年｡)
Cf.,H.A.Simon,AdministrativeBehaviorTAStudyofDecision-MakingProcessin
AdministydiveOrganization-,3･Ed.,NewYork1976.












拙稿 ｢企業とその環境｣『研究年報』第10巻 長崎大学経済学部 1994年｡
(5)経営管理の発展に関しては,以下を参照されたい｡
藻利重隆 『経営管理総論 (第二新訂版)』千倉書房 昭和40年,第一章～第三章｡
(6)｢市民化管理｣および企業管理の三重構造化については,次を参照されたい｡
拙稿 ｢『環境管理』 としての 『企業管理』｣『経営と経済』第84巻第 3号 2004年｡
拙稿 ｢環境管理 と市民化管理｣『同』第85巻第 1･2号 2005年｡
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(7)｢生産管理｣と ｢労務管理｣との関連については,次を参照されたい｡
藻利重隆 『労務管理の経営学 (第二増補版)』千倉書房 昭和51年,第一章～第三章｡
拙稿 ｢環境管理と企業体制｣『経営と経済』第83巻第2号 2003年｡
(8)｢企業市民｣に関しては,次を参照されたい｡







































(1)藻利重隆 『経営学の基礎 (新訂版)』森山書店 昭和48年 25真一27頁 参照｡
(2)企業の生活境遇と生活態様についての問題については,次を参照されたい｡
笠原俊彦 ｢藻利重隆博士における企業の指導原理(五)｣『経営 と経済』第85巻第 1
2号 2005年｡
拙著 『企業管理論の構造』35貢｡
